
議案第３号

令和２年度鹿児島県港湾整備事業特別会計補正予算（第１号）

令和２年度鹿児島県港湾整備事業特別会計補正予算（第１号）は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額を，歳入歳出それぞれ 378,183千円減額し，歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ 5,105,049千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の

金額は，「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費）

第２条 地方自治法第213条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することができる経

費は，「第２表 繰越明許費」による。

（地方債の補正）

第３条 地方債の補正は，「第３表 地方債補正」による。

令和３年２月提出

鹿児島県知事 塩田康一

第１表 歳入歳出予算補正

歳 入

款 項 補正前の額 補 正 額 合 計

千円 千円 千円

3 繰 入 金 638,981 △ 324,229 314,752

1 一 般 会 計 繰 入 金 638,287 △ 324,576 313,711

共生・協働の地域社会2 694 347 1,041づくり基金繰入金

4 繰 越 金 0 300,046 300,046

1 繰 越 金 0 300,046 300,046

6 県 債 2,492,877 △ 354,000 2,138,877

1 県 債 2,492,877 △ 354,000 2,138,877

歳 入 合 計 5,483,232 △ 378,183 5,105,049



歳 出

款 項 補正前の額 補 正 額 合 計

千円 千円 千円

1 港湾整備事業費 5,483,232 △ 378,183 5,105,049

1 港 湾 整 備 事 業 費 2,814,082 △ 342,098 2,471,984

2 公 債 費 2,669,150 △ 36,085 2,633,065

歳 出 合 計 5,483,232 △ 378,183 5,105,049

第２表 繰越明許費

款 項 事 業 名 金 額

千円

1 港湾整備事業費 966,615

1 港 湾 整 備 事 業 費 966,615

港湾維持修繕事業 48,615

整 備 事 業 918,000

計 966,615



第３表 地方債補正

補 正 前 補 正 後
起 債 の 目 的

起 債 の 償 還 の 起 債 の 償 還 の
限 度 額 利 率 限 度 額 利 率

方 法 方 法 方 法 方 法

千円 千円

埠頭用地造成事業費 1,944,000 (借入方法) 年 7.0 借入時期 1,926,000 (借入方法) 年 7.0 借入時期

上 屋 建 造 事 業 費 477,000 証書借入 ％以内 から据置期 141,000 証書借入 ％以内 から据置期

借 換 債 71,877 又は証券発 （ただ 間を含め40 71,877 又は証券発 （ただ 間を含め40

行の方法に し，利 年以内にお 行の方法に し，利 年以内にお

よる。 率見直 いて元利均 よる。 率見直 いて元利均

発行価格 し方式 等又は元金 発行価格 し方式 等又は元金

が額面金額 で借り 均等等の方 が額面金額 で借り 均等等の方

を下回ると 入れる 法により償 を下回ると 入れる 法により償

きは，その 資金に 還する。 きは，その 資金に 還する。

発行差額を ついて， ただし， 発行差額を ついて， ただし，

うめるため 利率の 財政の都合 うめるため 利率の 財政の都合

必要な金額 見直し により繰り 必要な金額 見直し により繰り

をこれに加 を行っ 上げて償還 をこれに加 を行っ 上げて償還

算した額と た後に をし，又は 算した額と た後に をし，又は

することが おいて 上記借入期 することが おいて 上記借入期

できる。 は，当 間の範囲内 できる。 は，当 間の範囲内

(その他) 該見直 で借り換え (その他) 該見直 で借り換え

工事その し後の ることがで 工事その し後の ることがで

他の都合に 利率） きる。 他の都合に 利率） きる。

より一部又 より一部又

は全部を翌 は全部を翌

年度以降に 年度以降に

借り入れる 借り入れる

ことができ ことができ

る。 る。

計 2,492,877 2,138,877


